
 

 

  

6,925 6,048
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781 2,732

78,944 57,292

22 57,292

57,292

80,537

86,676 86,676

現 金 及 び 預 金

貸  借  対  照  表
（2024年12月31日現在）

（単位：百万円）

流 動 資 産 流 動 負 債

資  産  の  部 負  債  の  部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

短 期 借 入 金

短 期 貸 付 金

預 り 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

有 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

科　　　目

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

未 払 費 用

金　　額

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

株  主  資  本

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 金

負  債  合  計

純　資　産  の  部

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 金

工 具 器 具 備 品

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

未 収 入 金

純　資　産　合  計

資  産  合  計 負債 ・純資産合計

そ の 他 利 益 剰 余 金



 
 

 

768

712

1

556

117

36

0

55

28

17

67

80

80

13

△ 661

616 △ 45

31当　期　純　利　益

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

関係会社株式評価損

特別損失

その他

営　業　利　益

営業外収益

営業外費用

経　常　利　益

租税公課

人件費

事務費

営　業　費　用

取引関係費

営　業　収　益

（単位：百万円）

科　　　目 金　　額

損　益　計　算　書
2024年１月１日から
2024年12月31日まで



 
 

（単位：百万円）

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,350    10,162    2,732     12,894    57,260    57,260    80,505    80,505      

当期純利益 31        31        31        31          

- - - - 31        31        31        31          

当期末残高 10,350    10,162    2,732     12,894    57,292    57,292    80,537    80,537      

純資産
合計

株主資本等変動計算書

2024年１月１日から
2024年12月31日まで

資本
準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

当期変動額

当期変動額合計

株主資本

資本金
その他資本

剰余金



＜個別注記表＞ 
 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定額法を採用しております。耐用年数は次のとおりです。 

工具器具備品 ６年 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(2) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(４年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしています。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

収益は、主に子会社の経営管理および付帯事業に係るものであり、子会社との経営管理契約

に基づいて経営管理サービスを提供する履行義務を負っております。当該 経営管理契約は、

一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を

認識しております。 

 

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

グループ通算制度の適用 

楽天グループ株式会社を通算親法人とするグループ通算制度を適用しております。 

 

【会計方針の変更】 

該当事項はありません。 

 

【重要な会計上の見積り】 

繰延税金資産 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 22 百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社は、将来の課税所得の合理的な見積りに基づき、税務上の繰越欠損金及び将来減算一

時差異のうち、将来の税金負担額を軽減することができると認められる部分について繰延税

金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存

するため、将来の不確実な状況変化により、当該見積りに関して見直しが必要となった場

合、翌事業年度において繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。な

お、当社は楽天グループ株式会社を通算親法人とするグループ通算制度を適用しております



 

ので、繰延税金資産は、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第 42 号）に従い、通算グループの将来の課税所得に基づき認識されてお

り、その見積りは各社の経営者が作成した予算を基礎として行われております。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

有形固定資産の減価償却累計額              0 百万円 

関係会社に対する金銭債権債務     

短期金銭債権      5,747 百万円 

短期金銭債務      5,928 百万円 

 

【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

  収益    768 百万円 

  費用    217 百万円 

営業取引以外の取引高 

  受取利息     28 百万円 

  支払利息     6 百万円 

     法人税          △665 百万円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項   （単位:株） 

 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

発行済株式     

普通株式 396,646,000 － － 396,646,000 

合  計 396,646,000 － － 396,646,000 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合  計 － － － － 

 

２. 配当に関する事項 

(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 該当事項はありません 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当のうち、効力発生日が翌期となる剰余金の配当に
関する事項 

該当事項はありません。 

 

３. 当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権 

該当事項はありません。 

 

４. 当事業年度中に株主以外の者に対し特に有利な条件で発行した新株予約権 

 該当事項はありません。 

  



 

 

【税効果会計に関する注記】 

 繰延税金資産および繰延税金負債の主な原因別の内訳 （単位：百万円） 

繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金   194 

未払事業税      5 

退職給付に係る負債     27 

株式報酬費用        4 

賞与引当金       16 

関係会社株式評価損   421 

その他         0 

繰延税金資産小計    670 

評価性引当額   △ 647 

繰延税金資産合計     23 

繰延税金負債合計      0 

繰延税金資産の純額     22 

 

 

【金融商品に関する注記】 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は子会社の経営管理および付帯事業を行っているのみであり、資金運用については

短期的な預金等に限定し、また銀行等金融機関からの借入も行っておりません。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社における金融商品は、現金及び預金、関係会社への貸付金であります。預金は銀行

預金により運用しているため、預け入れ先の信用リスクに晒されております。また、関

係会社への貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。 

③ 金融商品に係る管理体制 

当社の関係会社への貸付金については、定期的に関係会社の財務状況等を把握しており

ます。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2024 年 12 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、現金及び預金、短期貸付金、未収入金、預り金、短期借入金、未払金、未払費用、未

払法人税等は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。また市場価格のない投資有価証券・関係会社株式について、貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額の記載を行っておりません。 

  



 

 

（注） 市場価格のない株式等 

      （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券 781 

関係会社株式 78,944 

当事業年度中において、市場価格のない関係会社株式について、80 百万円減損処理を行っ

ております。 

 

【収益認識に関する注記】 

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

(1) 親会社 
種

類 
会社等の名称 

議決権の所有 

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親

会

社 

楽天グループ 

株式会社 

 被所有 

 直接 

100.00% 

当社への経

営指導 

役員の兼任 

グループ 

通算制度 
665 未収入金 665 

運転資金の

借入 
1,700 短期借入金 1,700 

 

(2) 子会社 
種

類 
会社等の名称 

議決権の所有 

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子

会

社 

楽天証券 

株式会社 

 所有 

 直接 

50.99% 

当社からの

経営指導 

役員の兼任 

運転資金貸

付の回収 
19,000 ― ― 

運転資金の

借入 
1,500 短期借入金 3,852 

経営指導料

の受取 
720 ― ― 

関連会社株

式の取得 
782 ― ― 

子

会

社 

楽天ウォレット

株式会社 

 所有 

 直接 

100.00% 

当社からの

経営指導 

役員の兼任 

運転資金の

貸付 
3,174 短期貸付金 4,824 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  貸付条件及び利率については、市中金利を参考に決定しております。 

2024 年 10 月 31 日の当社の取締役会で楽天グループ株式会社との楽天グループ・キャッシュマネ

ジメントサービス（利用限度枠 100,000 百万円、適用利率 1.625%）の締結が決議されています。 

2023 年 11 月９日の当社の取締役会で楽天証券株式会社との金銭極度貸付基本契約（借入枠

4,500 百万円、適用利率 0.25%）の締結が決議されています。 

2022 年 10 月３日の当社の取締役会で楽天ウォレット株式会社との金銭極度貸付基本契約（貸付

枠 4,824 百万円、適用利率 1.625%）の締結が決議されています。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産 203 円 05 銭 

１株当たり当期純利益   0 円 08 銭 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

該当事項はありません。 


